
令和４年（２０２２年）

旭 川 市 議 会 議 案

第 ２ 回 定 例 会

令 和 ４ 年 ６ 月 ６ 日 開 会

令 和 ４ 年 月 日 閉 会



４・２定 議案第 １ 号

令和４年度旭川市一般会計補正予算について

令和４年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・２定 議案第 ２ 号

令和４年度旭川市一般会計補正予算について

令和４年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・２定 議案第 ３ 号

令和４年度旭川市水道事業会計補正予算について

令和４年度旭川市水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・２定 議案第 ４ 号

公立大学法人旭川市立大学に係る重要な財産を定める条例の制定について

公立大学法人旭川市立大学に係る重要な財産を定める条例を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

公立大学法人旭川市立大学に係る重要な財産を定める条例

（趣旨）

第１条 この条例は，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」とい

う。）第６条第４項及び第４４条第１項の規定に基づき，公立大学法人旭川市立大学に係る

重要な財産を定めるものとする。

（法第６条第４項の重要な財産であって条例で定めるもの）

第２条 法第６条第４項の重要な財産であって条例で定めるものは，次に掲げるものとする。

⑴ 旭川市からの出資に係る財産

⑵ 旭川市からの支出に係る財産であって，法第４２条の２第１項又は第２項の認可に係る

申請の日における帳簿価額（現金及び預金にあっては，当該申請の日におけるその額）が

５０万円以上のもの

（法第４４条第１項の条例で定める重要な財産）

第３条 法第４４条第１項の条例で定める重要な財産は，予定価格（適正な対価を得てする売

払い以外の方法により譲渡し，又は担保に供する場合にあっては，その適正な見積価格）が

２，０００万円以上の不動産（土地については，その面積が１件５，０００平方メートル以

上のものに限る。）若しくは動産又は不動産の信託の受益権とする。

附 則

この条例は，公立大学法人旭川市立大学の成立の日から施行する。



（説 明）

公立大学法人旭川市立大学に係る重要な財産を定めるために，この条例を制定しようとする

ものである。



４・２定 議案第 ５ 号

旭川市公立大学法人評価委員会条例の制定について

旭川市公立大学法人評価委員会条例を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市公立大学法人評価委員会条例

（趣旨）

第１条 この条例は，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１１条第４項の規

定に基づき，旭川市公立大学法人評価委員会（以下「委員会」という。）の組織，委員その

他委員会に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 委員会は，経営又は教育研究に関し学識経験を有する者その他市長が適当と認める者

のうちから，市長が委嘱する委員５人以内をもって組織する。

２ 特別の事務を処理させるため必要があるときは，委員会に臨時委員を置くことができる。

（委員）

第３条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

２ 委員は，再任されることができる。

３ 臨時委員は，その者の委嘱に係る特別の事務の処理が終了したときは，委嘱を解かれるも

のとする。

（委員長）

第４条 委員会に委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。

３ 委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，委員長があらかじめ指名する委員

がその職務を代理する。



（会議）

第５条 委員会の会議は，委員長が招集する。

２ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。

３ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長の決するとこ

ろによる。

４ 臨時委員は，その者の委嘱に係る特別の事務について会議を開き，議決を行う場合には，

前２項の規定の適用については，委員とみなす。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は，総合政策部において処理する。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員会に

諮って定める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

旭川市公立大学法人評価委員会に関し必要な事項を定めるために，この条例を制定しようと

するものである。



４・２定 議案第 ６ 号

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例

旭川市営住宅条例（昭和５４年旭川市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第２条第６号中「第１条第３号に規定する所得」を「第１条第４号に規定する所得」に改め

る。

第４条第１項第１号中「同じ。）」を「同じ。）（特定公共賃貸住宅にあつては，特優賃法

施行規則第１条第１号に規定する同居親族等。以下同じ。）」に改める。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は，公布の日（以下「施行日」という。）から施行し，改正後の旭川市営住宅条

例（以下「改正後の条例」という。）第２条第６号の規定は，令和４年４月１日から適用す

る。

（経過措置）

２ 施行日前に入居の申込みをした者に係る入居者資格については，改正後の条例第４条第１

項第１号の規定にかかわらず，なお従前の例による。

（説 明）

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則の一部改正に伴い，旭川市営住宅条例

の一部を改正しようとするものである。



４・２定 議案第 ７ 号

旭川市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市都市公園条例の一部を改正する条例

旭川市都市公園条例（昭和３２年旭川市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

別表⑸東光スポーツ公園施設の項中

「

４月２０日から１０月２０日まで

球技場 午前６時から午後９時
まで

」を

「

球技場 ４月２０日から１０月２０日まで 午前６時から午後９時
まで

硬式兼軟式テニス 午前６時から午後６時
コート （６月１日から９月

３０日までにあつて
は，午後７時）まで

」に改め

る。

別表⑹東光スポーツ公園施設の項中



「

ワイヤレス 午前・午後
マイク一式

290円 590円
早朝・夜間１
時間につき

」を

「

ワイヤレス 午前・午後
マイク一式

290円 590円
早朝・夜間１
時間につき

硬式 硬式兼軟式テニスコート
兼軟 の１面を大人と高校生以大人 370円

式テ １面１時間に 下の者が同時に使用する
ニス つき ときは，大人の使用料を
コー 徴収する。高校生以下 180円
ト

」に

改める。

附 則

この条例は，令和４年８月１日から施行する。

（説 明）

東光スポーツ公園硬式兼軟式テニスコートを有料公園施設とするために，旭川市都市公園条

例の一部を改正しようとするものである。



４・２定 議案第 ８ 号

負担付きの寄附を受けることについて

次の土地及び建物について，負担付きの寄附を受ける。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 土地及び建物の表示

⑴ 土地

旭川市永山３条２３丁目１１０番１外２２筆（別紙のとおり）

⑵ 建物

旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０家屋番号１１１番５０外１１件（別紙のとお

り）

２ 寄附者

旭川市永山３条２３丁目１番９号

学校法人旭川大学

３ 寄附の条件

⑴ 本市は，公立大学法人旭川市立大学を設立するために，１の物件を同法人に出資するこ

と。

⑵ 本市は，前号の条件を履行しなかった場合，１の物件を寄附者に返還すること。

（説 明）

公立大学法人旭川市立大学を設立するために，負担付きの寄附を受けようとするものである。



（土 地）

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１０番１ 宅地 695.94

〃 １１１番５０ 学校用地 21,781.00

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４ 〃 21,167.00

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 〃 16,804.00

〃 ６６番２ 〃 991.00

〃 ６６番３ 〃 907.00

〃 ６６番４ 〃 14,876.00

旭川市東旭川町桜岡 ４５番３ 原野 67.00

〃 ４８番１ 〃 754.00

〃 ４８番２ 〃 2,975.00

〃 ４９番１ 学校用地 14,391.00

〃 ４９番２ 〃 1,652.00

〃 ４９番３ 原野 2,975.00

〃 ５０番 学校用地 6,188.00

〃 ５１番 〃 9,917.00

〃 ５２番 〃 11,900.00

〃 ５３番 〃 1,487.00

〃 ５４番 〃 16,991.00

〃 ５５番１ 原野 7,104.00

〃 ５５番２ 〃 16.00

〃 ５６番 〃 185.00

〃 ５７番４ 〃 218.00

〃 ５８番１ 〃 1,011.00

合 計 155,052.94



（建 物）

旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１１番５０ 体育館 鉄骨造亜鉛メッ 604.16
１１１番地５０ キ鋼板葺平家建

旭川市永山３条２３丁目 １１３番１ 校舎 鉄筋コンクリー 5,834.41
１１２番地，１１３番地 ト造陸屋根５階
１，１１３番地３及び 建
１１５番地７

旭川市永山３条２３丁目 １１４番１ 校舎 鉄筋コンクリー 2,682.19
１１４番地１，１１４番 ト造陸屋根３階
地３，１１５番地７及び 建
１１６番地

旭川市永山３条２３丁目 １１４番６ 居宅 木造亜鉛メッキ 127.59
１１４番地６ 鋼板葺２階建

旭川市永山３条２３丁目 １１５番７ 図書館・ 鉄筋コンクリー 2,754.66
１１５番地７ 校舎 ト造陸屋根４階

建

合 計 12,003.01

旭川市永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１２丁目 １１３番４ 校舎 鉄筋コンクリー 6,757.56
１１３番地１，１１３番 ト造陸屋根地下
地４，１１５番地６及び １階付５階建
１１５番地７（注）

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４の３ ボイラー 鉄骨造亜鉛メッ 79.20
１１３番地４ 室 キ鋼板葺平家建

〃 １１３番４の４ 体育館 鉄骨・鉄筋コン 2,083.50
クリート造亜鉛
メッキ鋼板葺陸
屋根２階建

〃 １１３番４の５ 部室 コンクリートブ 379.13
ロック造亜鉛
メッキ鋼板葺２
階建

合 計 9,299.39

（注） 永山４条２３丁目に所在する当該建物に係る登記上の所在は，住居表示実施前の永
山町１２丁目である。



旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０及び永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１８番１ 会館 鉄筋コンクリー 1,617.81
１１５番地７及び１１８ ト造陸屋根２階
番地１並びに永山４条 建
２３丁目１１５番地６，
１１５番地７及び１１８
番地１

旭川市永山町１１丁目６６番地１に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１の２ 練習所 鉄骨造亜鉛メッ 1,290.84
６６番地１ キ鋼板葺２階建

旭川市永山町１１丁目６６番地１及び６６番地２に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 更衣所 鉄骨造亜鉛メッ 343.54
６６番地１及び６６番地 キ鋼板葺２階建
２



４・２定 議案第 ９ 号

財産の出資について

次の土地及び建物を出資する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 土地及び建物の表示

⑴ 土地

旭川市永山３条２３丁目１１０番１外２２筆（別紙のとおり）

⑵ 建物

旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０家屋番号１１１番５０外１１件（別紙のとお

り）

２ 土地及び建物の評価額

⑴ 土地 ６８１，５１０，０００円

⑵ 建物 ６３７，４６０，０００円

３ 出資の相手方

公立大学法人旭川市立大学

（説 明）

公立大学法人旭川市立大学を設立するために，財産を出資しようとするものである。



（土 地）

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１０番１ 宅地 695.94

〃 １１１番５０ 学校用地 21,781.00

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４ 〃 21,167.00

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 〃 16,804.00

〃 ６６番２ 〃 991.00

〃 ６６番３ 〃 907.00

〃 ６６番４ 〃 14,876.00

旭川市東旭川町桜岡 ４５番３ 原野 67.00

〃 ４８番１ 〃 754.00

〃 ４８番２ 〃 2,975.00

〃 ４９番１ 学校用地 14,391.00

〃 ４９番２ 〃 1,652.00

〃 ４９番３ 原野 2,975.00

〃 ５０番 学校用地 6,188.00

〃 ５１番 〃 9,917.00

〃 ５２番 〃 11,900.00

〃 ５３番 〃 1,487.00

〃 ５４番 〃 16,991.00

〃 ５５番１ 原野 7,104.00

〃 ５５番２ 〃 16.00

〃 ５６番 〃 185.00

〃 ５７番４ 〃 218.00

〃 ５８番１ 〃 1,011.00

合 計 155,052.94



（建 物）

旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１１番５０ 体育館 鉄骨造亜鉛メッ 604.16
１１１番地５０ キ鋼板葺平家建

旭川市永山３条２３丁目 １１３番１ 校舎 鉄筋コンクリー 5,834.41
１１２番地，１１３番地 ト造陸屋根５階
１，１１３番地３及び 建
１１５番地７

旭川市永山３条２３丁目 １１４番１ 校舎 鉄筋コンクリー 2,682.19
１１４番地１，１１４番 ト造陸屋根３階
地３，１１５番地７及び 建
１１６番地

旭川市永山３条２３丁目 １１４番６ 居宅 木造亜鉛メッキ 127.59
１１４番地６ 鋼板葺２階建

旭川市永山３条２３丁目 １１５番７ 図書館・ 鉄筋コンクリー 2,754.66
１１５番地７ 校舎 ト造陸屋根４階

建

合 計 12,003.01

旭川市永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１２丁目 １１３番４ 校舎 鉄筋コンクリー 6,757.56
１１３番地１，１１３番 ト造陸屋根地下
地４，１１５番地６及び １階付５階建
１１５番地７（注）

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４の３ ボイラー 鉄骨造亜鉛メッ 79.20
１１３番地４ 室 キ鋼板葺平家建

〃 １１３番４の４ 体育館 鉄骨・鉄筋コン 2,083.50
クリート造亜鉛
メッキ鋼板葺陸
屋根２階建

〃 １１３番４の５ 部室 コンクリートブ 379.13
ロック造亜鉛
メッキ鋼板葺２
階建

合 計 9,299.39

（注） 永山４条２３丁目に所在する当該建物に係る登記上の所在は，住居表示実施前の永
山町１２丁目である。



旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０及び永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１８番１ 会館 鉄筋コンクリー 1,617.81
１１５番地７及び１１８ ト造陸屋根２階
番地１並びに永山４条 建
２３丁目１１５番地６，
１１５番地７及び１１８
番地１

旭川市永山町１１丁目６６番地１に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１の２ 練習所 鉄骨造亜鉛メッ 1,290.84
６６番地１ キ鋼板葺２階建

旭川市永山町１１丁目６６番地１及び６６番地２に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 更衣所 鉄骨造亜鉛メッ 343.54
６６番地１及び６６番地 キ鋼板葺２階建
２







寄附及び出資予定の土地 43,643.94㎡

１ 土地

⑴ 旭川市永山３条２３丁目及び永山４条２３丁目（縮尺 1:1,000）

国道３９号

111-50

110-1

110-2

110-3

111-52

111-4
111-56

111-51

111-5

120

113-4

113-6

111-48

120

永山４条２３丁目

永山３条２３丁目



寄附及び出資予定の土地 33,578㎡

⑵ 旭川市永山町１１丁目（縮尺 1:2,000）

66-4

66-1

66-2

66-3

68-1

66-6
66-5

65



寄附及び出資予定の土地 77,831㎡

⑶ 旭川市東旭川町桜岡（縮尺 1:3,000）

56

55-2

57-4

58-1

48-1

45-3
49-2

49-1

50

49-3

53 54 55-1

52

51 48-2



寄附及び出資予定の建物 22,920.21㎡

２ 建物

⑴ 旭川市永山３条２３丁目及び永山４条２３丁目（永山町１２丁目）（縮尺 1:1,000）

国道３９号

校舎

113-4

校舎

113-1

校舎

114-1

体育館

111-50

ボイラー室

113-4-3

体育館

113-4-4

居宅

114-6

図書館・校舎

115-7

部室

113-4-5

会館

118-1

永山４条２３丁目

永山３条２３丁目



寄附及び出資予定の建物 1,634.38㎡

⑵ 旭川市永山町１１丁目（縮尺 1:2,000）

更衣所

66-1 練習所

66-1-2

永山町１２丁目 永山町１１丁目



４・２定 議案第 １０ 号

公立大学法人旭川市立大学定款を定めることについて

地方独立行政法人法第７条の規定により，公立大学法人旭川市立大学を設立するため，公立

大学法人旭川市立大学定款を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介



公立大学法人旭川市立大学定款

目次

第１章 総則（第１条－第７条）

第２章 役員等及び理事会

第１節 役員及び職員（第８条－第１５条）

第２節 理事会（第１６条－第１８条）

第３章 審議機関

第１節 経営審議会（第１９条－第２１条）

第２節 教育研究審議会（第２２条－第２４条）

第４章 業務の範囲及び執行（第２５条・第２６条）

第５章 資本金等（第２７条・第２８条）

第６章 雑則（第２９条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この公立大学法人は，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」

という。）に基づき，大学を設置し，及び管理することにより，豊かな人間性と国際的な視

野を有し自律した人材を育成するとともに，創造と実践で時代を切り拓き，知の拠点として

地域社会に貢献することを目的とする。

（名称）

第２条 この公立大学法人の名称は，公立大学法人旭川市立大学（第１９条第２項第４号を除

き，以下「法人」という。）とする。

（大学の設置）

第３条 第１条の目的を達成するため，法人が設置する大学（以下「市立大学」という。）は，

次のとおりとする。

名 称 所在地

旭川市立大学 旭川市

旭川市立大学短期大学部 旭川市



（設立団体）

第４条 法人の設立団体は，旭川市とする。

（事務所の所在地）

第５条 法人は，事務所を旭川市に置く。

（法人の種別）

第６条 法人は，特定地方独立行政法人以外の地方独立行政法人とする。

（公告の方法）

第７条 法人の公告は，旭川市の事務所及び法人の事務所の掲示場に掲示して行う。

第２章 役員等及び理事会

第１節 役員及び職員

（役員）

第８条 法人に，役員として，理事長１人，副理事長１人，理事６人以内及び監事２人以内を

置く。

（役員の職務及び権限）

第９条 理事長は，法人を代表し，その業務を総理する。

２ 理事長は，第１８条各号に掲げる事項について決定しようとするときは，あらかじめ第

１６条第１項の理事会の議を経なければならない。

３ 副理事長は，法人を代表し，理事長を補佐して法人の業務を掌理する。

４ 副理事長は，理事長に事故があるときはその職務を代理し，理事長が欠員のときはその職

務を行う。

５ 理事は，理事長及び副理事長を補佐して法人の業務を掌理する。

６ 理事は，理事長があらかじめ指定した順序により，理事長及び副理事長に事故があるとき

はその職務を代理し，理事長及び副理事長が欠員のときはその職務を行う。

７ 監事は，法人の業務を監査する。この場合において，監事は，旭川市の規則で定めるとこ

ろにより，監査報告を作成しなければならない。

８ 監事は，いつでも，役員（監事を除く。）及び職員に対して事務及び事業の報告を求め，

又は法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。

９ 監事は，法人が次に掲げる書類を旭川市長（以下「市長」という。）に提出しようとする

ときは，当該書類を調査しなければならない。

⑴ 法第１３条第６項第１号に規定する法の規定による認可，承認及び届出に係る書類並び



に報告書その他の総務省令で定める書類

⑵ その他旭川市の規則で定める書類

１０ 監事は，監査の結果に基づき，必要があると認めるときは，理事長又は市長に意見を提

出することができる。

（理事長等への報告義務）

第１０条 監事は，役員（監事を除く。）が不正の行為をし，若しくは当該行為をするおそれ

があると認めるとき，又は法，他の法令，旭川市の条例若しくは規則若しくは定款に違反す

る事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは，遅滞なく，その旨を理事長に報告

するとともに，市長に報告しなければならない。

（理事長等の任命）

理事長及び監事は，市長が任命する。第１１条

２ 理事は，理事長が任命する。

３ 理事長は，理事を任命するに当たっては，その任命の際現に法人の役員又は職員でない者

（以下「学外者」という。）が含まれるようにしなければならない。

（学長の任命）

大学の学長（以下「学長」という。）は，理事長と別に任命するものとし，市第１２条 市立

立大学の全部について学長となるものとする。

２ 学長を選考するため，市立大学ごとに学長選考会議を置く。

３ 学長の任命は，学長選考会議の選考に基づき，理事長が行う。この場合において，各市立

大学に係る学長選考会議の選考の結果が一致しないときは，これらの学長選考会議の代表者

で構成する会議の選考に基づき行う。

４ 学長は，副理事長となるものとする。

５ 次の各号に掲げる学長選考会議は，それぞれ当該各号に掲げる者及び人数で組織する。

⑴ 旭川市立大学に置く学長選考会議 次に掲げる者の区分に応じ当該区分に掲げる人数

ア 第１９条第１項に規定する経営審議会の委員（第２２条第１項に規定する教育研究審

議会の委員である者を除く。）の中から当該経営審議会において選出された者 ３人

イ 第２２条第１項に規定する教育研究審議会（旭川市立大学に係るものに限る。）の委

員（学長を除く。）の中から当該教育研究審議会において選出された者 ３人

次に掲げる者の区分に応じ当該区分に掲⑵ 旭川市立大学短期大学部に置く学長選考会議

げる人数



ア 第１９条第１項に規定する経営審議会の委員（第２２条第１項に規定する教育研究審

議会の委員である者を除く。）の中から当該経営審議会において選出された者 ３人

イ 第２２条第１項に規定する教育研究審議会（旭川市立大学短期大学部に係るものに限

る。）の委員（学長を除く。）の中から当該教育研究審議会において選出された者 ３

人

６ 学長選考会議に議長を置き，構成員の互選によってこれを定める。

７ 議長は，学長選考会議を主宰する。

８ この条に定めるもののほか，学長選考会議の議事の手続その他学長選考会議に関し必要な

事項は，議長が学長選考会議に諮って定める。

（役員の任期）

理事長の任期は，４年とする。第１３条

２ 副理事長の任期は，法人の規程で定める学長の任期によるものとする。

３ 理事の任期は，４年とする。

４ 監事の任期は，その任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものについての法第

３４条第１項に規定する財務諸表の承認の日までとする。

５ 補欠の役員の任期は，前任者の残任期間とする。

６ 役員は，再任されることができる。この場合において，理事がその最初の任命の際現に学

外者であったときの第１１条第３項の規定の適用については，その再任の際現に学外者であ

るものとみなす。

（役員の解任）

第１４条 市長又は理事長は，それぞれその任命に係る役員が法第１６条の規定により役員と

なることができない者に該当するに至ったときは，その役員を解任しなければならない。

２ 市長又は理事長は，それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれかに該当するとき，

その他役員たるに適しないと認めるときは，その役員を解任することができる。

⑴ 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

⑵ 職務上の義務違反があるとき。

３ 前項に規定するもののほか，市長又は理事長は，それぞれその任命に係る役員（監事を除

く。）の職務の執行が適当でないため法人の業務の実績が悪化した場合であって，その役員

に引き続き当該職務を行わせることが適当でないと認めるときは，その役員を解任すること

ができる。



４ 理事長は，前２項の規定により第１２条第４項の規定に基づき副理事長となる学長を解任

する場合には，同条第２項の規定により市立大学ごとに置かれた全ての学長選考会議の申出

により行うものとする。

（職員の任命等）

第１５条 職員は，理事長が任命する。

２ 理事長が市立大学の副学長，学部長その他地方独立行政法人法施行令（平成１５年政令第

４８６号）第２２条に規定する部局の長及び法第７３条に規定する教員を任命し，免職し，

又は降任するときは，学長の申出に基づき行うものとする。

第２節 理事会

（設置及び構成）

第１６条 法人に，法人の重要事項を議決する機関として，理事会を置く。

２ 理事会は，理事長，副理事長及び理事をもって組織する。

（招集及び議事）

第１７条 理事会は，理事長が招集する。

２ 理事長は，副理事長，理事又は監事から会議の目的たる事項を記載した書面を付して理事

会の開催の要求があったときは，理事会を招集しなければならない。

３ 理事会に議長を置き，理事長をもって充てる。

４ 議長は，理事会を主宰する。

５ 理事会は，構成員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。

６ 理事会の議事は，出席した構成員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決す

るところによる。

７ 監事は，理事会に出席して意見を述べることができる。

（議決事項）

第１８条 理事会は，次に掲げる事項を審議し，及び議決する。

中期目標（法第２５条第１項に規定する中期目標をいう。以下同じ。）についての意見⑴

（法人が法第７８条第３項の規定により市長に述べる意見をいう。以下同じ。）並びに中

期計画（法第２６条第１項に規定する中期計画をいう。以下同じ。）及び年度計画（法第

２７条第１項に規定する年度計画をいう。以下同じ。）に関する事項

⑵ 法の規定により市長の認可又は承認を受けなければならない事項

⑶ 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項



大学，学部，学科その他の重要な組織の設置，変更又は廃止に関する事項⑷

⑸ 職員の人事の方針及び基準に関する事項

⑹ 学則その他の重要な規程の制定又は改廃に関する事項

⑺ 前各号に掲げる事項のほか，理事会が定める重要事項

第３章 審議機関

第１節 経営審議会

（設置及び構成）

経営審議会を置く。第１９条 法人に，法人の経営に関する重要事項を審議する機関として，

２ 経営審議会は，次に掲げる委員１０人以内で構成する。

⑴ 理事長

⑵ 副理事長

⑶ 理事長が指名する理事又は職員

学外者であって，法人の経営に関し広く，かつ，高い識見を有するもののうちから，理⑷

事長が任命する者

３ 委員の任期は，２年とする。ただし，法人の役員である委員の任期は，当該役員の任期と

する。

４ 補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

５ 委員は，再任されることができる。

（招集及び議事）

第２０条 経営審議会は，理事長が招集する。

委員の３分の１以上から会議の目的たる事項を記載した書面を付して経営審議２ 理事長は，

会の開催の要求があったときは，経営審議会を招集しなければならない。

３ 経営審議会に議長を置き，理事長をもって充てる。

４ 議長は，経営審議会を主宰する。

５ 経営審議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。

６ 経営審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決

するところによる。

（審議事項）

第２１条 経営審議会は，次に掲げる事項を審議する。

⑴ 中期目標についての意見並びに中期計画及び年度計画に関する事項のうち，法人の経営



に関するもの

⑵ 法の規定により市長の認可又は承認を受けなければならない事項のうち，法人の経営に

関するもの

⑶ 学則（法人の経営に関する部分に限る。），会計規程，役員に対する報酬及び退職手当

の支給の基準，職員の給与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重要な規程の制

定又は改廃に関する事項

⑷ 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項

⑸ 組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項

⑹ 前各号に掲げる事項のほか，法人の経営に関する重要事項

第２節 教育研究審議会

（設置及び構成）

法人に，市立大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として，市立大学ご第２２条

とに教育研究審議会を置く。

２ 教育研究審議会の委員の定数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定めるとおり

とする。

⑴ 旭川市立大学 １３人以内

⑵ 旭川市立大学短期大学部 ８人以内

３ 教育研究審議会は，次に掲げる委員により構成する。

⑴ 学長

⑵ 副学長（旭川市立大学に置く教育研究審議会にあっては，当該大学の副学長，旭川市立

大学短期大学部に置く教育研究審議会にあっては，当該短期大学部の副学長）

⑶ 学長が指名する理事又は職員

⑷ 学部，学科その他の教育研究上の重要な組織の長のうちから，学長が指名する者

４ 委員の任期は，２年とする。ただし，前項各号に掲げる委員（第３号に掲げる職員を除

く。）の任期は，当該職の任期とする。

５ 補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

６ 委員は，再任されることができる。

（招集及び議事）

第２３条 教育研究審議会は，学長が招集する。

２ 学長は，委員の３分の１以上から会議の目的たる事項を記載した書面を付して教育研究審



議会の開催の要求があったときは，教育研究審議会を招集しなければならない。

教育研究審議会に議長を置き，学長をもって充てる。３

４ 議長は，教育研究審議会を主宰する。

５ 教育研究審議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。

６ 教育研究審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長

の決するところによる。

（審議事項）

第２４条 教育研究審議会は，次に掲げる事項を審議する。

⑴ 中期目標についての意見並びに中期計画及び年度計画に関する事項のうち，市立大学の

教育研究に関するもの

⑵ 法の規定により市長の認可又は承認を受けなければならない事項のうち，市立大学の教

育研究に関するもの

⑶ 学則（市立大学の教育研究に関する部分に限る。）その他の市立大学の教育研究に係る

重要な規程の制定又は改廃に関する事項

⑷ 教員の人事に関する事項

⑸ 教育課程の編成に関する方針に係る事項

⑹ 学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言，指導その他の援助に関する事項

⑺ 学生の入学，卒業又は課程の修了その他の学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関

する方針に係る事項

⑻ 教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項

⑼ 前各号に掲げる事項のほか，市立大学の教育研究に関する重要事項

第４章 業務の範囲及び執行

（業務の範囲）

第２５条 法人は，次に掲げる業務を行う。

大学を設置し，これを運営すること。⑴

⑵ 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。

⑶ 法人以外のものから委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外

のものとの連携による教育研究活動を行うこと。

⑷ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

⑸ 市立大学における教育研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。



⑹ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

（業務方法書）

第２６条 法人の業務の執行に関し必要な事項は，この定款に定めるもののほか，業務方法書

の定めるところによる。

第５章 資本金等

（資本金）

法人の資本金の額は，旭川市が出資する別表第１に掲げる土地及び別表第２に掲げ第２７条

る建物について，出資の日現在における時価を基準として旭川市が評価した価額の合計額と

する。

（解散に伴う残余財産の帰属）

第２８条 法人は，解散した場合において，その債務を弁済してなお残余財産があるときは，

当該残余財産を旭川市に帰属させる。

第６章 雑則

（委任）

第２９条 この定款及び業務方法書に定めるもののほか，法人の運営に関し必要な事項は，法

人の規程で定める。

附 則

（施行期日）

１ この定款は，法人の成立の日から施行する。

（最初の学長の任命に関する特例）

２ 市立大学の設置後最初に行われる学長の任命については，第１２条第３項の規定にかかわ

らず，学長選考会議の選考に基づくことを要しないものとし，理事長が任命する。

（最初の学長の任期に関する特例）

３ 市立大学の設置後最初の学長の任期は，第１３条第２項の規定にかかわらず，４年とする。



別表第１（第２７条関係）

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１０番１ 宅地 695.94

〃 １１１番５０ 学校用地 21,781.00

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４ 〃 21,167.00

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 〃 16,804.00

〃 ６６番２ 〃 991.00

〃 ６６番３ 〃 907.00

〃 ６６番４ 〃 14,876.00

旭川市東旭川町桜岡 ４５番３ 原野 67.00

〃 ４８番１ 〃 754.00

〃 ４８番２ 〃 2,975.00

〃 ４９番１ 学校用地 14,391.00

〃 ４９番２ 〃 1,652.00

〃 ４９番３ 原野 2,975.00

〃 ５０番 学校用地 6,188.00

〃 ５１番 〃 9,917.00

〃 ５２番 〃 11,900.00

〃 ５３番 〃 1,487.00

〃 ５４番 〃 16,991.00

〃 ５５番１ 原野 7,104.00

〃 ５５番２ 〃 16.00

〃 ５６番 〃 185.00

〃 ５７番４ 〃 218.00

〃 ５８番１ 〃 1,011.00

合 計 155,052.94



別表第２（第２７条関係）

旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１１番５０ 体育館 鉄骨造亜鉛メッ 604.16
１１１番地５０ キ鋼板葺平家建

旭川市永山３条２３丁目 １１３番１ 校舎 鉄筋コンクリー 5,834.41
１１２番地，１１３番地 ト造陸屋根５階
１，１１３番地３及び 建
１１５番地７

旭川市永山３条２３丁目 １１４番１ 校舎 鉄筋コンクリー 2,682.19
１１４番地１，１１４番 ト造陸屋根３階
地３，１１５番地７及び 建
１１６番地

旭川市永山３条２３丁目 １１４番６ 居宅 木造亜鉛メッキ 127.59
１１４番地６ 鋼板葺２階建

旭川市永山３条２３丁目 １１５番７ 図書館・ 鉄筋コンクリー 2,754.66
１１５番地７ 校舎 ト造陸屋根４階

建

合 計 12,003.01

旭川市永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１２丁目 １１３番４ 校舎 鉄筋コンクリー 6,757.56
１１３番地１，１１３番 ト造陸屋根地下
地４，１１５番地６及び １階付５階建
１１５番地７（注）

旭川市永山４条２３丁目 １１３番４の３ ボイラー 鉄骨造亜鉛メッ 79.20
１１３番地４ 室 キ鋼板葺平家建

〃 １１３番４の４ 体育館 鉄骨・鉄筋コン 2,083.50
クリート造亜鉛
メッキ鋼板葺陸
屋根２階建

〃 １１３番４の５ 部室 コンクリートブ 379.13
ロック造亜鉛
メッキ鋼板葺２
階建

合 計 9,299.39

（注） 永山４条２３丁目に所在する当該建物に係る登記上の所在は，住居表示実施前の永
山町１２丁目である。



旭川市永山３条２３丁目１１１番地５０及び永山４条２３丁目１１３番地４に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山３条２３丁目 １１８番１ 会館 鉄筋コンクリー 1,617.81
１１５番地７及び１１８ ト造陸屋根２階
番地１並びに永山４条 建
２３丁目１１５番地６，
１１５番地７及び１１８
番地１

旭川市永山町１１丁目６６番地１に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１の２ 練習所 鉄骨造亜鉛メッ 1,290.84
６６番地１ キ鋼板葺２階建

旭川市永山町１１丁目６６番地１及び６６番地２に所在する建物

登記上の所在 家屋番号 種 類 構 造 面 積（㎡）

旭川市永山町１１丁目 ６６番１ 更衣所 鉄骨造亜鉛メッ 343.54
６６番地１及び６６番地 キ鋼板葺２階建
２



４・２定 議案第 １１ 号

財産の取得について

次の車両を買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 車両の種類及び数量 除雪グレーダ １台

２ 買 収 価 格 ４２，１３０，０００円

３ 契 約 の 相 手 方 旭川市東鷹栖２線１１号２５３７番地

日本キャタピラー合同会社旭川営業所

（説 明）

除排雪に充てるために，買収しようとするものである。



４・２定 議案第 １２ 号

財産の取得について

次の車両を買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 車両の種類及び数量 除雪トラック １台

２ 買 収 価 格 ４３，３６２，０００円

３ 契 約 の 相 手 方 札幌市中央区北４条西６丁目

北海道市町村備荒資金組合

（説 明）

除雪に充てるために，買収しようとするものである。



４・２定 議案第 １３ 号

財産の取得について

次の車両を買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 車両の種類及び数量 消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅱ型） １台

２ 買 収 価 格 ３５，２００，０００円

３ 契 約 の 相 手 方 旭川市新星町１丁目２番１４号

株式会社北海道モリタ旭川営業所

（説 明）

消火活動に充てるために，買収しようとするものである。



４・２定 議案第 １４ 号

財産の取得について

次の車両を買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 車両の種類及び数量 災害対応特殊救急自動車 １台

２ 買 収 価 格 ２１，１７９，４００円

３ 契 約 の 相 手 方 旭川市神居４条１丁目１番３７号

旭川日産自動車株式会社

（説 明）

大規模災害時の救急医療等に充てるために，買収しようとするものである。



４・２定 議案第 １５ 号

財産の取得について

次の災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車オーバーホール取替キットを買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 数 量 １式

２ 買 収 価 格 ３１，１３０，０００円

３ 契 約 の 相 手 方 札幌市中央区北４条西６丁目

北海道市町村備荒資金組合

（説 明）

車両の整備に充てるために，買収しようとするものである。



４・２定 議案第 １６ 号

財産の取得について

次の緊急通報システム通報機器を買収する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 数 量 ２００組

２ 買 収 価 格 ２０，８６７，０００円

３ 契 約 の 相 手 方 旭川市春光５条９丁目１０番６号

緊急通報システム事業協同組合

（説 明）

一人暮らしの高齢者等の家庭における火災，急病，事故等の緊急事態に対処するために，買

収しようとするものである。



４・２定 議案第 １７ 号

町の区域の変更について

地方自治法第２６０条第１項の規定により，町の区域を次のとおり新たに画し，変更し，及

び廃止する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 町の区域を新たに画するもの

新たに画する町の 新 た に 画 す る 町 の 区 域

区 域 の 名 称 従来の名称 従来の区域

東鷹栖４線１０号 同町の一部物 流 団 地 １ 条 １ 丁 目
ぶつ りゆう だん ち

物 流 団 地 ２ 条 １ 丁 目 東鷹栖４線１０号 同町の一部
ぶつ りゅう だん ち

２ 町の区域を変更するもの

町 の 名 称 変更する町の区域の名称 変更する町の区域

高 砂 台 ５ 丁 目 高 砂 台 ４ 丁 目 同町の一部

神 楽 岡 ８ 条 １ 丁 目 神楽岡９条１丁目 同町の一部

神 楽 岡 ９ 条 １ 丁 目 神楽岡１０条１丁目 同町の一部

３ 町の区域を廃止するもの

廃止する町の名称 廃止する区域

東 鷹 栖 ４ 線 １ ０ 号 同町の全部















４・２定 議案第 １８ 号

旭川市支所設置条例及び旭川市水道事業等及び下水道事業の

設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市支所設置条例及び旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市支所設置条例及び旭川市水道事業等及び下水道事業の

設置等に関する条例の一部を改正する条例

（旭川市支所設置条例の一部改正）

第１条 旭川市支所設置条例（昭和３０年旭川市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

別表旭川市東鷹栖支所の項中「東鷹栖，」を「物流団地各条，東鷹栖，」に改める。

（旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第２条 旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年旭川市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。

第３条の２第１項中「東鷹栖東１線（１９号を除く。），」を「物流団地１条及び２条，

東鷹栖東１線（１９号を除く。）並びに」に，「及び東神楽町行政区域」を「の地区並びに

東神楽町行政区域」に改める。

第３条の５第１項中「東鷹栖４線の一部」を「物流団地１条及び２条」に，「，西神楽１

線」を「並びに西神楽１線」に改める。

附 則

この条例は，地方自治法第２６０条第２項の規定に基づく告示に定める日から施行する。



（説 明）

町名の変更等に伴い，旭川市支所設置条例及び旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に

関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・２定 議案第 １９ 号

契約の締結について

次の製造請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 業 務 名 新庁舎旭川家具製造業務

２ 契 約 金 額 １７５，７９８，７００円

３ 契約の相手方 旭川市永山２条１０丁目１番３５号

旭川家具工業協同組合

４ 契約の方法 随意契約



４・２定 議案第 ２０ 号

損害賠償の額を定めることについて

令和４年４月４日旭川市江丹別町芳野において発生した庁用自動車による交通事故で損害を

与えたために，本市が支払う損害賠償の額を次のように定めたいので，議会の議決を求める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

損害賠償の額 １，７５０，０００円



４・２定 議案第 ２１ 号

株式会社旭川振興公社の株主総会における議決権の行使について

株式会社旭川振興公社の株主総会において，次の者を取締役及び監査役に選任するため，議

決権を行使する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介

取 締 役 中 村 寧

〃 菅 野 直 行

〃 河 内 忠 幸

監 査 役 熊 谷 好 規



４・２定 議案第 ２２ 号

事務の委託に関する協議について

地方自治法第２９２条において準用する同法第２５２条の１４第１項の規定により，行政不

服審査法第８１条第１項の規定に基づき上川中部福祉事務組合が設置すべき機関の設置及び運

営に関する事務の委託を受けるため，同組合との間において次のとおり規約を定めることにつ

いて協議したいので，議会の議決を求める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介



上川中部福祉事務組合と旭川市との間における行政不服審査法第８１条第１項の

規定に基づく機関の設置及び運営に関する事務の委託に関する規約

（委託事務の範囲等）

第１条 上川中部福祉事務組合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８１条第１

項の規定に基づく機関の設置及び運営に関する事務（以下「委託事務」という。）の管理及

び執行を旭川市に委託する。

（経費の負担及び予算の執行）

第２条 委託事務の管理及び執行に要する経費は，上川中部福祉事務組合の負担とし，同組合

は，旭川市にこれを交付するものとする。

２ 前項の経費の額及び交付の時期は，上川中部福祉事務組合管理者と旭川市長が協議して定

める。この場合において，旭川市長は，委託事務に要する経費の見積りに関する書類をあら

かじめ上川中部福祉事務組合管理者に提出しなければならない。

（委託事業の収支の分別）

第３条 旭川市長は，委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出については，旭川市の歳入

歳出予算において分別して計上するものとする。

（手数料）

第４条 委託事務の管理及び執行に伴い徴収する手数料の収入は，全て旭川市の収入とする。

（決算の場合の措置）

第５条 旭川市長は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第６項の規定により，

決算の要領を公表したときは，当該決算の委託事務に関する部分を上川中部福祉事務組合管

理者に通知するものとする。

（連絡会議）

第６条 上川中部福祉事務組合管理者及び旭川市長は，委託事務の管理及び執行について連絡

調整を図るため，必要に応じて連絡会議を開催するものとする。

（条例等の制定又は改廃の措置）

第７条 旭川市長は，委託事務の管理及び執行について適用される旭川市の条例，規則その他

の規程（以下「条例等」という。）を制定し，又は改廃しようとするときは，あらかじめ上

川中部福祉事務組合管理者に通知しなければならない。

２ 旭川市長は，条例等を制定し，又は改廃したときは，直ちに当該条例等を上川中部福祉事



務組合管理者に通知しなければならない。

３ 上川中部福祉事務組合管理者は，前項の規定による通知があったときは，直ちに当該条例

等を公表しなければならない。

（委託の廃止等）

第８条 第１条の規定による委託を廃止する場合は，当該委託に係る収支は，廃止の日をもっ

て打ち切り，旭川市長がこれを決算する。この場合において，決算に伴って生ずる剰余金の

処分は，上川中部福祉事務組合管理者と旭川市長が協議して定めるものとする。

（委任）

第９条 この規約に定めるもののほか，委託事務の管理及び執行に関し必要な事項は，上川中

部福祉事務組合管理者と旭川市長が協議して定めるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この規約は，令和４年７月１日から施行する。

（条例等の公表）

２ 上川中部福祉事務組合管理者は，この規約の告示の際，併せて委託事務に関する旭川市の

条例等が上川中部福祉事務組合に適用される旨及びこれらの条例等を公表するものとする。



４・２定 報告第 １ 号

令和３年度旭川市一般会計予算の継続費繰越しの報告について

地方自治法施行令第１４５条第１項の規定により令和３年度分継続費繰越額について，別紙

のとおり報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介





４・２定 報告第 ２ 号

令和３年度旭川市一般会計予算の繰越明許費繰越しの報告について

地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により令和３年度分繰越明許費繰越額について，

別紙のとおり報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介







４・２定 報告第 ３ 号

令和３年度旭川市一般会計予算の事故繰越しの報告について

地方自治法施行令第１５０条第３項の規定により令和３年度分事故繰越額について，別紙の

とおり報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介





４・２定 報告第 ４ 号

令和３年度旭川市水道事業会計予算の予算繰越しの報告について

地方公営企業法第２６条第３項の規定により令和３年度分予算繰越額について，別紙のとお

り報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介





４・２定 報告第 ５ 号

令和３年度旭川市下水道事業会計予算の予算繰越しの報告について

地方公営企業法第２６条第３項の規定により令和３年度分予算繰越額について，別紙のとお

り報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介





４・２定 報告第 ６ 号

令和３年度旭川市病院事業会計予算の予算繰越しの報告について

地方公営企業法第２６条第３項の規定により令和３年度分予算繰越額について，別紙のとお

り報告する。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介





４・２定 報告第 ７ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

緊急施行を要した令和４年度旭川市一般会計補正予算を定めることについて，地方自治法第

１７９条第１項の規定により，令和４年４月２７日に別紙専決処分書のとおり専決処分したか

ら，同条第３項の規定により報告し，議会の承認を求める。

令和４年６月６日提出

旭川市長 今 津 寛 介



専 決 処 分 書

地方自治法第１７９条第１項の規定により，令和４年度旭川市の一般会計補正予算を次のと

おり定めることを専決処分する。

令和４年４月２７日

旭川市長 今 津 寛 介 印

写○












